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会 社 の 概 要

昭和２４年１１月２９日
６億１，１００万円
１．電気通信工事

４．測　　　　量

９．鋼構造物工事
１０．警備保障業務
１１．コンピューター及びその関連機器による情報処理業務

１３．貨物運送取扱事業
１４．労働者派遣事業
１５．前各号に附帯又は関連する一切の事業

１２．前各号に関する設計、コンサルティング並びに機材、機器の販
売及び保守

２．電 気 工 事
３．土 木 工 事

５．塗 装 工 事
６．ほ 装 工 事
７．管 工 事
８．造 園 工 事

〒９２０－０９１２　金沢市大手町２番３号
ＴＥＬ　（０７６）　２２１－６１１６　（代表）
富山支店
〒９３１－８３１３　富山市豊田町１丁目４番２２号
ＴＥＬ　（０７６）　４４１－４２１１　（代表）
福井支店
〒９１８－８００３　福井市毛矢３丁目７番８号
ＴＥＬ　（０７７６）　３６－５６３０　（代表）
東京支店
〒１０５－０００３　東京都港区西新橋２丁目８番１７号　平家ビル３F
ＴＥＬ　（０３）　３５００－３７５７　（代表）
関西営業所
〒５５６－００１３　大阪市浪速区戎本町２丁目９番３号
ＴＥＬ　（０６）　６６３３－４３８４　（代表）
新潟営業所
〒９５０－２０６４　新潟市寺尾西２丁目１０番３０号
ＴＥＬ　（０２５）　２６９－４１３０　（代表）

（平成２１年３月３１日現在）
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株主の皆様へ

代表取締役社長

　株主の皆様におかれましては、ますますご清栄のことと

お慶び申しあげます。

　平素は当社の事業運営につきまして格別のご支援を賜り

厚くお礼申しあげます。

ご報告申しあげます。

了いたしましたので、ここにその事業の概況につきまして、

　さて、当社は、平成２１年３月３１日をもって、第６２期　（平

成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで）　事業年度を終

平成２１年６月

森　　泰夫
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企業集団の現況

1.　事業の経過およびその成果

（単位：百万円）

工 事 別

ケーブル設備工事

土 木 設 備 工 事

ネットワーク設備工事

情報システム等

前期比　（％） 前期比　（％）

合 計

連結受注工事高 連結完成工事高

９，７０３

１，７１４

１，１４６

１，０５９

１３，６２３

９２．０

１１４．９

１０２．２

７０．３

９２．９

９，５８０

１，６１３

１，１８６

１，１４５

１３，５２５

８８．０

１０８．５

１１５．８

８０．１

９１．２

拡大に向けた通信事業者間の競争は一段と熾烈なものとなっています。
送の融合による多様なサービスの展開が期待される一方、新規ユーザー獲得とシェア
化への円滑なマイグレーションの推進にあわせ、移動通信と固定通信および通信と放

　（前期比８．７％減）　となりました。
工事高は１３６億２千３百万円　（前期比７．０％減）、連結完成工事高は１３５億２千５百万円

よび電柱更改工事や保全工事等の減少に歯止めがかからず前期を下回りました。
更に進んだこと、通信ケーブル工事においても光ケーブルを含む大規模工事の減少お
レッツ光宅内工事において開通件数が前期を下回ったことに加えて工事の小規模化が

サービスの主流となる新たな発展段階に入る様相を呈しております。
は契約数でFTTHがDSLを上回るなど情報通信分野は光ファイバーがブロードバンド
商用サービス「フレッツ光ネクスト」等の提供を開始されるとともに、市場において

は着実に実施しているものの、連結完成工事高の減少により、結果として連結営業利
　利益面につきましては、当社グループとして生産性の向上およびコスト改善施策等

自治体発注の電線類地中化工事等も増加しており前期を上回りました。
テム開発案件の減少があるものの、移動体系の基地局関連工事・PHS撤去工事および
　一方、官公庁・民需工事では景気の悪化と競争激化のなか、情報部門においてシス

成に向けたフルIPネットワーク基盤の構築が進展しており、ネットワークの光化・IP
　情報通信分野においては、ブロードバンドによるユビキタスネットワーク社会の形
速に悪化するなど、経営環境も一段と厳しさを増し深刻な状況となっております。
的な金融危機などの影響を受け、株価の下落・急激な円高と企業収益や雇用情勢が急
　当連結会計年度におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した世界

　こうしたなか、当社グループの主たる取引会社である西日本電信電話株式会社
　（NTT西日本）　におかれましては、平成２０年３月に次世代ネットワーク　（NGN）　の

　このような状況のもとで当社グループの完成工事高は、NTT工事では主力のフ

　その結果として、当期においてはNTT関連工事の減少の影響が大きく、連結受注

益は３億６百万円　（前期比２１．５％減）、連結経常利益は３億３千３百万円　（前期比
２４．１％減）、連結当期純利益は１億９千５百万円　（前期比３２．９％減）　となりました。
　なお、　工事別の連結受注工事高、　連結完成工事高の内訳は、　次表のとおりであります。



－　４　－

2.　設備投資および資金調達の状況

3.　対処すべき課題

　当連結会計年度中の設備投資の総額は６千万円で、その主なものは施工用機器およ
び車両の更改等であります。
　なお、これらの設備投資に必要な資金は自己資金によりまかなっております。

　当社の主たる事業領域である情報通信分野を展望すると、お客様ニーズの多様化・
高度化により市場環境が年々大きく変化しており、電話市場においては固定電話から

業者、CATV事業者との提携など、アクセス回線のシェア拡大競争やサービス、料金
の競争は熾烈な状況が続くものと思われます。

　当社グループにおいては、ブロードバンドサービスの基盤となるフレッツ光を中心

　また、当社グループにおいても団塊の世代が順次定年を迎えており、満６０歳以降の

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願

　このような状況のなか、NTT西日本におかれましては、新たな中期経営戦略

ベンダ資格の取得推進を図ります。
旧の技術継承を円滑に行っていくとともに、NTT技術者資格、上級の公的資格や

制およびコスト削減要請が強まっていること、民需は景気が厳しさを増すなか熾烈な
とした設備工事の受注が期待されるものの、NTT工事の小規模化傾向や建設投資抑

継続雇用制度の活用を図りながら、新規学卒者の積極的採用と計画的育成により、新

価格競争が続き、公共投資は依然として抑制傾向にあることなどから、受注環境は引

れ、新たな電気通信市場の活性化が期待されるところであります。

「サービス創造グループを目指して」の具現化に向け、光化・IP化を中心としたイン

用サービスを開始されました。今後、順次地方中核都市へもサービスエリアを拡大さ
ターネット・電話・映像配信の一体的な提供が可能な次世代ネットワーク（NGN）の商

き続き厳しい状況にあります。

い申しあげます。

のシフトが加速しております。これに伴い、新規事業者の参入や通信事業者と電力事
携帯電話・IP電話へ、ブロードバンドサービスにおいてはADSLから本命のFTTHへ

ととします。
の削減・効率的執行等の諸施策を継続推進し、売上げと利益の確保・増大に努めるこ
の高度化等により仕事の改善・効率化を図りつつ、原価管理の徹底により更なる経費
から見直していくこととし、データに基づくQCD分析、オンライン生産管理システム
る“経営の質を高める”ことを推進するため、各部門の業務遂行を品質管理の切り口
の積極的展開により、元請受注拡大を目指すこととします。このため、経営課題であ
とともに、他企業とのアライアンスによる新たなIT関連の商品開発や顧客提案型営業
り、官公庁や民需市場においては設計・施工から運用・保守まで業務の幅を拡大する
施工能力向上と生産性の向上を図るとともに、お客様志向の工事の推進が不可欠であ
　このような情勢から、NTT関連市場では当社グループ総力を挙げ、光関連工事の

認証登録を完了しております。これらの運用により、品質と安全衛生ならびに個人情
報保護を始めとする情報セキュリティを確保し、あわせてコンプライアンスの定着化
と内部統制システムの運用により総合情報通信エンジニアリング企業グループとして
の信頼性向上に努めてまいります。

システム　（OHSAS１８００１）、情報セキュリティマネジメントシステム　（ISO２７００１）　の
認証登録済みであり、当社グループにおいても全ての連結子会社においてISO９００１の

　更に当社では、品質マネジメントシステム（ISO９００１）、労働安全衛生マネジメント



１４，２３１１４，７２５

－　５　－

１０，０００

０

５，０００

２０，０００

１５，０００

０

８，０００
６，０００

２，０００
０

４，０００

１０，０００
１２，０００

財産および損益の状況の推移

百万円 　純資産
　総資産

第５９期
（当期）

第５９期

（当期）
第５９期

百万円
　受注工事高
　完成工事高

３７．０２

１１，３１８

４，６０７

第６０期

１５，０７９１４，９２３

第６０期

７００，０００
６００，０００
５００，０００
４００，０００
３００，０００
２００，０００
１００，０００

６０５，２９７

３４４，０２８

　経常利益
　当期純利益

第６０期

第５９期
（当期）

第６０期

５０
４５
４０
３５
３０
２５
２０
１５

円

５０１，３９５

２８３，６０４

３１．８０

１０，８８１

４，８２１

受注工事高および完成工事高

経常利益および当期純利益

総資産および純資産

１株当たり当期純利益

〈連結〉

１４，６５８１４，８２０

第６１期

第６１期

第６１期

第６１期

４３９，６２６

２９２，１４５

３２．７７

１０，７１７

４，９６８

千円

第６２期

１３，６２３１３，５２５

（当期）
第６２期

３３３，４７９

１９５，７３９

２２．３５

第６２期

第６２期

９，９６５

４，９３７



１５
１０

４０

２５
２０

３０
３５

４５

８，０００
６，０００

２，０００
０

４，０００

１０，０００
１２，０００ １０，６５７

４，４０５

百万円 　純資産
　総資産

円

１０，０００

０

５，０００

２０，０００

１５，０００

０
第５９期

（当期）

千円

（当期）
第５９期

百万円
　受注工事高
　完成工事高

第６０期

第６０期

７００，０００
６００，０００
５００，０００
４００，０００
３００，０００
２００，０００
１００，０００

　経常利益
　当期純利益

１４，１１６ １４，４５８１３，６１１ １４，２６３

６０４，４２０

４０４，５６９
３５２，９７７

３８．３５

２６．２３

１０，２１８

４，５０６

第５９期
（当期）

第６０期

第５９期
（当期）

第６０期

－　６　－

２３４，５０１

総資産および純資産

受注工事高および完成工事高

１株当たり当期純利益

経常利益および当期純利益

〈個別〉

第６１期

第６１期

第６１期

第６１期

１３，９５６１４，２１０

３７４，７０３

２６４，８４６

２９．６４

９，９１６

４，６２２

第６２期

１３，１１０１２，９１０

第６２期

３４５，１８１

１９２，６６２

２１．９５

第６２期

第６２期

９，３７８

４，５９６



－　７　－

出 資 比 率

４８．５

４０．０

８１．０

１００．０

１００．０

８３．０

富 山 土 木 株 式 会 社

北陸チノール株式会社

トヤマ電話工事株式会社

加越電話工事株式会社

第二電話工事株式会社

金沢電話工事株式会社

会 社 名 資 本 金

２０

５０

４０

１０

百万円
１０

１５

土 木 設 備 施 工

土 木 設 備 施 工

電気通信設備施工

電気通信設備施工

電気通信設備施工

電気通信設備施工
％

金沢電話工事株式会社

第二電話工事株式会社

加越電話工事株式会社

トヤマ電話工事株式会社

北陸チノール株式会社

富山土木株式会社

名 称所 在 地

東京都港区

新潟県新潟市

大阪府大阪市

福井県福井市

富山県富山市

石川県金沢市

東 京 支 店

新潟営業所

関西営業所

本 社

富 山 支 店

福 井 支 店

名 称

富山県富山市

富山県富山市

石川県金沢市

石川県金沢市

石川県金沢市

富山県高岡市

所 在 地
①当社の主要な営業所 ②子会社

従業員の状況

歳

女 性

男 性

合計又は平均

区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平均勤続年数平 均 年 齢

従業員数 前期末比増減

会社の概況
1.　重要な子会社の状況

2.　主要な事業内容

3.　主要な営業所

年

②当社の従業員の状況

①企業集団の従業員の状況

名 名

主要な事業内容

　当社グループは、電気通信設備工事および土木設備工事に関する設計・施工を主た

ションズ株式会社の電気通信設備工事請負業者として電気通信設備工事競争参加資格
　また、当社は、西日本電信電話株式会社およびエヌ・ティ・ティ・コミュニケー
る事業といたしております。

を受けております。

４５．８

４５．２

４５．７

１９．９

２０．８

２０．０４減

４減

０

５０７

４５０

５７

７０２名 １１名減

（注）　従業員数には、臨時従業員は含まれておりません。

（注）　従業員数には、臨時従業員は含まれておりません。



株式の状況

－　８　－

■大株主（上位１０名）

その他

金融機関

一般法人個人

所有者別 所有数別

５００，０００株以上
１，０００，０００株未満

１００，０００株以上
５００，０００株未満

５０，０００株以上
１００，０００株未満

１０，０００株以上
５０，０００株未満

５，０００株以上
１０，０００株未満

１，０００，０００株以上

５，０００株未満

■株式の分布状況

株 ％

出資比率持 株 数

当社への出資状況
株 主 名

２１，６００，０００株
８，４１６，７４５株

７０７名
（自己株式５５２，２１５株を除く。）

北陸電話工事従業員持株会

北国総合リース株式会社

共栄火災海上保険株式会社

日本コムシス株式会社

日 本 電 通 株 式 会 社

大 西 實 枝

日本電話施設株式会社

３，０３３，８３５

７１８，７４０

５１６，９５３

４２５，７００

３９９，３００

３７６，２００

２９４，１５１

１３４，１００

１３３，０００

１１０，０００

３６．０４

８．５３

６．１４

５．０５

４．７４

４．４６

３．４９

１．５９

１．５８

１．３０

２．出資比率は自己株式　（５５２，２１５株）　を控除して計算しております。

株 式 会 社 北 陸 銀 行

株 式 会 社 福 井 銀 行

株 式 会 社 北 國 銀 行

④　大株主
③　株主数
②　発行済株式の総数
①　発行可能株式総数

６．２％

１７．３％
５８．４％

１８．１％ ９．８％

８１．６％

６．４％

０．４％１．３％
０．４％

０．１％

（注）　１．当社は、自己株式　（５５２，２１５株）　を所有しておりますが、上記の大株主からは除いております。



－　９　－

（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

科 目 当 期 科 目

連結計算書類

■連結貸借対照表

（負債の部）（資産の部）

（純資産の部）

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金

貸 倒 引 当 金

繰延税金資産

有 価 証 券

固 定 資 産

有 形 固定資産

建物・構築物

機械・運搬具

工具器具・備品

土 地

無 形 固定資産

投資その他の資産

ソフトウェア

長 期 貸 付 金

投資有価証券

資 産 合 計

負 の の れ ん

役員退職慰労引当金

退職給付引当金

長 期 借 入 金

短 期 借 入 金

完成工事補償引当金

賞 与 引 当 金

未払法人税等

工 事 未 払 金

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

株 主 資 本

少 数 株 主 持 分

純 資 産 合 計

負債純資産合計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

そ の 他

そ の 他

繰延税金資産

そ の 他

評価・換算差額等

そ の 他

工事損失引当金

6,813,079

１，６２６，０３７

３，９５７，３９４

２５２，９０３

６７５，５６２

１０４，５５６

２０３，２４８

3,904,893

１，９１５，２２８

５６３，７８４

１４６，６８８

７９，４７２

１，１２５，２８３

４０，９９２

３７，５２１

３，４７１

１，９４８，６７２

５４９，７１８

１５，３９１

１，３１４，６３５

６８，９２７

10,717,973

△６，６２４

2,392,272

１，２９３，７４０

４９，０００

１５，１８０

２３２，３２７

１１，０５４

７８４，２４６

3,357,319

５，０００

３，１１７，０８１

２０２，９１４

３２，３２２

5,749,591

4,893,091

６１１，０００

３２６，２００

３，９７８，１０１

△２２，２０９

4,642

４，６４２

70,647

4,968,381

10,717,973

６，７２３

材 料 貯 蔵 品

6,333,122

２，１６７，７６６

３，１８０，３３８

２５３，９３０

４９１，７８１

２６，５７０

８４，５９７

１３３，１７６

△５，０３８

3,632,286

１，８３１，４０４

５３０，４６８

１１１，４９４

６４，１５９

１，１２５，２８３

２３，７５５

２０，２８４

３，４７１

１，７７７，１２６

４６０，１９８

１１，２００

１，２４４，９１３

６０，８１４

9,965,408

1,881,004

１，０６５，８１７

３５，４９６

１９，５５７

１８０，１００

９，９９７

－

５７０，０３６

3,146,763

３１，２９６

２，８７２，７３８

２１２，９５４

２９，７７４

5,027,767

4,913,613

６１１，０００

３２６，２００

４，１０２，５４９

△１２６，１３６

△38,803

△３８，８０３

62,831

4,937,641

9,965,408

未成工事支出金

－

前 期 当 期 前 期
平成２１年３月３１日現在 平成２０年３月３１日現在 平成２１年３月３１日現在 平成２０年３月３１日現在



－　１０　－

（単位：千円）

科 目

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

■連結損益計算書

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損
固 定 資 産 除 却 損

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

税金等調整前当期純利益

完 成 工 事 総 利 益

完 成 工 事 原 価

完 成 工 事 高

持分法による投資利益

そ の 他

支 払 利 息

受 取 利 息 配 当 金
受 取 地 代 家 賃

そ の 他

営 業 利 益

経 常 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

法人税、住民税及び事業税

貸 倒 引 当 金 戻 入 額
そ の 他

投 資 有 価 証 券 売 却 益

そ の 他

－

14,820,838

13,065,294

1,755,543
1,364,138
391,405
52,983
１５，７４１
９，４０７
４，５２７
２３，３０７
4,763
９０９

３，８５３
439,626
88,411

14,557
１１４

１３，９７１
４７１

513,480
31,576
185,604
4,154

292,145

１，０１３
８４，０００
３，３９７

持分法による投資損失 －

少数株主利益（ △ 損 失 ）

13,525,909

11,888,010

1,637,899
1,331,031
306,867
46,015
１６，３６２
９，７０７
－

１９，９４５
19,403
１，２２０
１４，１３５
４，０４７
333,479
3,708
１，９２８
－

１，５８５
１９４
2,996
４８

２，７９９
１４９

334,191
26,473
119,254
△7,276
195,739

当 期 前 期
平成２０年４月１日から
平成２１年３月３１日まで

平成１９年４月１日から
平成２０年３月３１日まで



－　１１　－

（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

■
（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

現金及び現金同等物の期末残高

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の増加・減少（△）額

■ （ ）連結株主資本等変動計算書

前期当期

連結キャッシュ・フロー計算書

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

平成２０年４月１日から
平成２１年３月３１日まで

純資産少数株主

剰余金剰余金
株主資本

自己株式資本金

株主資本

資 本 利 益
合 計 評価差額金

その他有価証券

評価・換算差額等

持 分 合 計

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計

連結会計年度中の変動額

平成２０年３月３１日残高

平成２１年３月３１日残高

－

３，９７８，１０１

△１２６，１３６

△１０３，９２６

△１０３，９２６

４，８９３，０９１

－

△１０３，９２６

４，６４２

△３８，８０３

△７，８１６

△７，８１６

６２，８３１

４，９６８，３８１

△１０３，９２６

△４３，４４６

△４３，４４６

７０，６４７

△５１，２６２

△７１，２９１△７１，２９１

△２２，２０９

３２６，２００６１１，０００

６１１，０００ ３２６，２００

△７１，２９１

－

自己株式の取得

１９５，７３９ １９５，７３９

１２４，４４８

４，１０２，５４９

２０，５２１

４，９１３，６１３

１９５，７３９

△３０，７４０

４，９３７，６４１

△１０８，６５３

△６１，４３３

△１９２，０８５

２，００７，３２６

１，８１５，２４１

△２１，９９８

７６４，７３３

△８７，７６４

△１６２，９６６

５１４，００３

１，８１５，２４１

２，３２９，２４４

平成２０年４月１日から
平成２１年３月３１日まで

平成１９年４月１日から
平成２０年３月３１日まで



－　１２　－

連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

ります。

　　　　退職給付引当金…………従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
上しております。
年度の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計

　　　　完成工事補償引当金……完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当連結会計
ます。
支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しており

　　　　賞与引当金………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の
額を計上しております。
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

　　　　貸倒引当金………………売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般

　　　　　自社利用のソフトウェア…社内における利用可能期間　（５年）　に基づく定額法によっ
ております。

法と同一の基準によっております。

　　これによる損益に与える影響はありません。

より算定しております。）　
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

　　　　　　時価のあるもの……連結決算期末日の市場価格等に基づく時価法　（評価差額は

北陸通信資材株式会社、北陸電通輸送株式会社
　　　　関連会社…………………福井通信建設株式会社、光道路株式会社、

北陸チノール株式会社、富山土木株式会社
加越電話工事株式会社、トヤマ電話工事株式会社、

　　　　連結子会社………………金沢電話工事株式会社、第二電話工事株式会社、

　（３）　重要な引当金の計上基準

　（２）　重要な減価償却資産の減価償却の方法

　（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）　
　（会計方針の変更）　

　　　　　その他有価証券
　　　　有価証券
　（１）　重要な資産の評価基準及び評価方法
４．会計処理基準に関する事項
　　　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　すべての関連会社　（４社）　に対する投資について持分法を適用しております。
２．持分法の適用に関する事項

　　　すべての子会社　（６社）　を連結しております。
１．連結の範囲に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物　（建物附属

耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方
設備は除く）　については、定額法によっております。なお、

　　　　　　　　　　　　　　　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数　（１０年）　による按分額を費用処理してお

　　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数　（１０年）　による按分額
をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　　　　　　時価のないもの……移動平均法による原価法
たな卸資産

　　　　　未成工事支出金………個別法による原価法

　　　　　市場販売目的のソフトウェア…見込販売数量に基づく償却額と残存有効期間　（３年）　に基
づく償却額を比較し、いずれか大きい額を償却費として計
上する方法によっております。

　　材料貯蔵品については、従来、先入先出法による原価法によっていたが、当連結会計年

低下に基づく簿価切下げの方法）　により算定しております。

度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成１８年７月５日）　
が適用されたことに伴い、先入先出法による原価法　（貸借対照表価額については収益性の

ります。
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

期末要支給額を計上しております。
　　　　役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支出に備えるため、会社内規に基づく

　　　　完成工事高の計上は、工事完成基準によっております。
　（４）　完成工事高の計上基準

　　　　　材料貯蔵品……………先入先出法による原価法　（貸借対照表価額については収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　　　　無形固定資産

　　　　有形固定資産……………定率法によっております。



－　１３　－

１株当たり情報に関する注記

連結貸借対照表に関する注記

連結株主資本等変動計算書に関する注記

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第１６号　（平成６年１月１８日

については引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用しております。
　　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

号　（平成５年６月１７日　（企業会計審議会第一部会）、平成１９年３月３０日改正））　及び「リー
じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第１３

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準

　　　負ののれんは、２０年間で均等償却しております。
６．負ののれんの償却に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　これによる損益に与える影響はありません。

　（リース取引に関する会計基準の適用）　
　（会計方針の変更）　

　　　受取手形裏書譲渡高
　　　受取手形割引高

１．有形固定資産の減価償却累計額 １，８６６，６０８千円

２，７５５千円
３，９８０千円

５００，０００株
１４，９４２株

（注）　自己株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

（１）　配当金支払額
２．配当に関する事項

（２）　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度
となるもの

しておりません。
　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載
１株当たり当期純利益
１株当たり純資産額

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成１９年３月３０日改正））　を適用し、通常の売
買取引に係る会計処理によっております。

３．手形割引高及び裏書譲渡高

定時株主総会

自 己 株 式

発 行 済 株 式

普通株式　（株）

普通株式　（株）

定時株主総会

平成２０年６月２７日

平成２１年６月２６日

５７２，４２２

５７２，４２２

８，９６８，９６０

８，９６８，９６０

５１４，９４２

５１４，９４２

－

－

５７，４８０

５７，４８０

８，９６８，９６０

８，９６８，９６０

－

－

－

－合 計

合 計

平成２０年６月３０日平成２０年３月３１日８７１，２９１普通株式

決 議 株式の種類 基 準 日 効力発生日

普通株式 利益剰余金 平成２１年３月３１日 平成２１年６月２９日

決議予定 株式の種類 配当の原資 基準日 効力発生日

土地
計

１３，６３７千円
８３，９８５千円
９７，６２２千円

上記物件は、１年内返済予定の長期借入金６，０００千
円、長期借入金１９，５００千円の担保に供しております。

当連結会計年度末
株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数増 加 株 式 数

当連結会計年度
株 式 数
前連結会計年度末

配 当 金 の
総額（千円）

１株当たり
配当額（円）

１株当たり
配当額（円）

配 当 金 の
総額（千円）

６７，１５７ ８

５８０円５７銭
２２円３５銭

　　　　消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。
　（５）　消費税等の会計処理

　（連結貸借対照表）

取締役会決議による自己株式の取得により増加
単元未満株式の買取りにより増加

であります。

成２０年８月７日　内閣府令第５０号）　が適用となることに伴い、前連結会計年度において、
「未成工事支出金等」　として掲記されていたものは、当連結会計年度から「未成工事支出
金」　「材料貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「未成工事支出金
等」に含まれる「未成工事支出金」　「材料貯蔵品」は、それぞれ６４８，８７２千円、２６，６９０千円

　　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」　（平

２．担保に供している資産　　　　　建物・構築物

　（表示方法の変更）



（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

科 目

■

個別計算書類

貸借対照表

科 目

－　１４　－

（純資産の部）

（資産の部） （負債の部）
流 動 資 産
現 金 預 金

貸 倒 引 当 金

受 取 手 形
完成工事未収入金
有 価 証 券
未成工事支出金
材 料 貯 蔵 品
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
繰延税金資産
そ の 他

固 定 資 産
有形固定資産
建物・構築物

土 地

機械・運搬具
工具器具・備品

無形固定資産
ソフトウェア
そ の 他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長 期 貸 付 金
保 険 積 立 金

貸 倒 引 当 金

繰延税金資産
そ の 他

資 産 合 計

流 動 負 債
工 事 未 払 金

固 定 負 債

未 払 金

完成工事補償引当金
そ の 他

未 払 費 用
未払法人税等

未成工事受入金
預 り 金
賞 与 引 当 金

退職給付引当金
役員退職慰労引当金

負 債 合 計

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金

別 途 積 立 金
固定資産圧縮積立金

繰越利益剰余金
自 己 株 式
評価・換算差額等

純 資 産 合 計
負債純資産合計

△５，７５２

１，９５９，７７５

１，２７０，７０５
１１，８９０
△４６

４４４，８９７
１２８，１６８
５０，０５１
５４，１０８

3,618,067
１，６１７，７１５

６１，４４５
９８９，４４２
４０，５７６
３７，５２１
３，０５５

４５３，５１７
１１３，３０９

１，３９８，４３９

３，７８８，７９９

２１，１３８
６２，８４０
１８２，６２７
９３，５５１
５７，０３７

１０，８０５

２５２，９０３
４３６，１２５

6,298,516

9,916,583

2,092,029
１，２９０，２７７
２７９，０８５
２０７，０６４
８，１７５

４８，５８８
２２，１３８
２０４，６８７

２２，０６６
3,202,201
３，０３６，０４０
１６６，１６１
5,294,231

９，９４７

4,617,709
６１１，０００
３２６，２００
３２６，２００

３，６９０，６０３
１４０，６２５

３，５４９，９７８
４７，０１２

２，９３０，０００
５７２，９６５
△１０，０９３

４，６４２
4,642

4,622,352
9,916,583

6,032,367
１，９１２，０２７
１１，８６２

３，１１６，５６９
２５３，９３０
４３７，９４７
１９，７１６
５３，１８０
１４５，４９１
７３，８６２
１２，４５５
△４，６７７
3,345,682
１，５５０，２１６
４２５，８５１
８６，０３７
４８，８８５
９８９，４４２
２３，３３９
２０，２８４
３，０５５

１，７７２，１２６
３７１，７２９
１１２，０７９
３０，６８０
４６，８７８

１，１９９，０１６
１１，７７１
△２９

9,378,049

1,822,688
１，１７９，７２２
２１７，４１１
２０１，５９７
１５，１６９

２９，６５６
１５，６４１
１５４，２６２
９，０３７
１９０

2,959,172
２，７８５，６４５
１７３，５２７
4,781,861

4,634,992
６１１，０００
３２６，２００
３２６，２００

３，８１１，８１２
１４０，６２５

３，６７１，１８７
４６，７１４

３，１３０，０００
４９４，４７３
△１１４，０２０
△38,803
△３８，８０３
4,596,188
9,378,049

その他有価証券評価差額金

当 期 前 期 当 期 前 期
平成２１年３月３１日現在 平成２０年３月３１日現在 平成２１年３月３１日現在 平成２０年３月３１日現在



（単位：千円）

科 目

固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 売 却 損

特 別 損 失

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

受 取 利 息 配 当 金

完 成 工 事 総 利 益

完 成 工 事 原 価

完 成 工 事 高

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

法人税、住民税及び事業税

受 取 地 代 家 賃

そ の 他

■損益計算書

そ の 他

投 資 有 価 証 券 売 却 益

そ の 他

－　１５　－

14,210,789

12,671,722

1,539,067

1,213,330

325,736

52,798

3,831

２２，９３１

１５，７９１

374,703

87,681

８４，０００

３，６８１

8,534

１１４

８，３４８

７２

453,850

8,000

181,004

264,846

１４，０７５

３，８３１

－関 係 会 社 株 式 評 価 損

12,910,211

11,419,467

1,490,743

1,189,919

300,823

48,277

２２，６３４

１６，０９１

９，５５２

3,919

３，９１９

345,181

1,092

－

１，０９２

18,660

－

２，４２２

１６，０８９

１４９

327,613

14,000

120,950

192,662

当 期 前 期
平成２０年４月１日から
平成２１年３月３１日まで

平成１９年４月１日から
平成２０年３月３１日まで



（単位：千円）

■ （ ）株主資本等変動計算書

－　１６　－

純資産
資本金 合 計

株 主 資 本

資本剰余金

資本準備金 利益準備金 その他利益剰余金

利 益 剰 余 金
自己株式 株主資本合計

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

圧縮積立金
固定資産 別途積立金 剰 余 金

繰越利益 合 計

業年度中の変動額（純額）
株主資本以外の項目の事

自己株式の取得

当 期 純 利 益

剰 余 金 の 配 当

別途積立金の積立

固定資産圧縮積立金の取崩

当 期 純 利 益

剰 余 金 の 配 当

平成２０年３月３１日残高

平成２１年３月３１日残高

６１１，０００

－

６１１，０００

３２６，２００

－

３２６，２００

１４０，６２５

－

１４０，６２５

３，５４９，９７８

１９２，６６２

１２１，２０９

３，６７１，１８７

△１０３，９２６

△１０３，９２６

△１１４，０２０

△１０，０９３４，６１７，７０９

１９２，６６２

－

１７，２８２

４，６３４，９９２

△１０３，９２６

４，６２２，３５２

１９２，６６２

△２６，１６３

４，５９６，１８８

△１０３，９２６

△４３，４４６

△４３，４４６

△３８，８０３

△４３，４４６

△７１，４５３△７１，４５３ △７１，４５３

４，６４２

平成２０年３月３１日残高

平成２１年３月３１日残高

４７，０１２

△２９８

△２９８

４６，７１４

２，９３０，０００

２００，０００

２００，０００

３，１３０，０００

５７２，９６５

△７１，４５３

１９２，６６２

２９８

４９４，４７３

３，５４９，９７８

１９２，６６２

－

－

１２１，２０９

３，６７１，１８７

△２００，０００

△７８，４９２

△７１，４５３

平成２０年４月１日から
平成２１年３月３１日まで

（注）　その他利益剰余金の内訳

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

評価差額金
その他有価証券

評価・換算差額等



－　１７　－

個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

３．引当金の計上基準

２．固定資産の減価償却の方法

　（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）　
　（会計方針の変更）　

　　　未成工事支出金……………個別法による原価法
　たな卸資産
　　　時価のないもの…………移動平均法による原価法

　　その他有価証券

　有価証券
１．資産の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法

　　これによる損益に与える影響はありません。

設備は除く）　については、定額法によっております。

する方法と同一の基準によっております。

上する方法によっております。

　　　貸倒引当金…………………売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

　　　完成工事補償引当金………完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度
の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上し
ております。

　　　賞与引当金…………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の

ります。

　　　役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支出に備えるため、会社内規に基づく
期末要支給額を計上しております。

づく償却額を比較し、いずれか大きい額を償却費として計

　　　　　　　　　　　　　　　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数　（１０年）　による按分額を費用処理してお

支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

算定しております。）　

　　　　　　　　　　　　　　　ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物　（建物附属

　　　　　　　　　　　　　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定

　　　　市場販売目的のソフトウェア…見込販売数量に基づく償却額と残存有効期間　（３年）　に基

　　　　自社利用のソフトウェア…社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって
おります。

　　材料貯蔵品については、従来、先入先出法による原価法によっていたが、当事業年度よ
り、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成１８年７月５日）　が適
用されたことに伴い、先入先出法による原価法　（貸借対照表価額については収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法）　により算定しております。

　　　退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

　　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異については、各期の発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数　（１０年）　による按分額を
それぞれ発生の翌期より費用処理しております。

　　完成工事高の計上は、工事完成基準によっております。
４．完成工事高の計上基準

　　　材料貯蔵品…………………先入先出法による原価法　（貸借対照表価額については収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　　　時価のあるもの…………決算期末日の市場価格等に基づく時価法　（評価差額は全部
純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

　　　有形固定資産………………定率法によっております。

　　　無形固定資産



－　１８　－

普通株式　（株）

当事業年度末前事業年度末株式の種類 減少株式数増加株式数

自己株式に関する事項
株主資本等変動計算書に関する注記

（単位：千円）

　（リース取引に関する会計基準）　
　（会計方針の変更）　

５．消費税等の会計処理

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第１３

　　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
については引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用しております。

貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額　　　 １，４５９，５７６千円

短期金銭債権　　 １０６，５９１千円
長期金銭債権　　 １９，４８０千円
短期金銭債務　　 ５３１，９５５千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引
営業取引による取引高
売上高　 ２，１８２千円
仕入高　 ２，２９３，８２３千円
営業取引以外の取引による取引高　 １３，２３９千円

３７，２７３ ５１４，９４２ － ５５２，２１５

増加株式数の主な内訳は、次のとおりであります。

１４，９４２株

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（当事業年度）

原因別内訳
繰延税金資産
賞与引当金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
その他有価証券評価差額金
その他
繰延税金資産小計
評価性引当額
繰延税金資産合計
繰延税金負債
固定資産圧縮積立金
繰延税金負債合計
繰延税金資産の純額 １，２７２，８７８

△３１，７９７
△３１，７９７

１，３０４，６７６
△４，１５７

１，３０８，８３３
２１，４７９
２６，４１２
７０，２７８

１，１２８，１８６
６２，４７６

　　これによる損益に与える影響はありません。

（平成２１年３月３１日）

　　消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

買取引に係る会計処理によっております。

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第１６号　（平成６年１月１８日
（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成１９年３月３０日改正））　を適用し、通常の売

単元未満株式の買取りにより増加
取締役会決議による自己株式の取得により増加　　　５００，０００株

号　（平成５年６月１７日　（企業会計審議会第一部会）、平成１９年３月３０日改正））　及び「リー



－　１９　－

科目

短期貸付金

長期貸付金

短期貸付金

長期貸付金

短期貸付金

長期貸付金

短期貸付金

長期貸付金
子 会 社

利息の受取

関連当事者
との関係

トヤマ電話

会社等の
名称

子 会 社

子 会 社

子 会 社

取引の内容

利息の受取

利息の受取

利息の受取

取引金額

（単位：千円）

期末
残高

工事株式会社

北陸チノール
株 式 会 社

資金の貸付

設備投資資金の貸付

運転資金の貸付

運転資金の貸付

第 二 電 話
工事株式会社 役員の兼任

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
役員の兼任

富 山 土 木
株 式 会 社

有 ）割 合
所有（被所

名称 残高
期末科目

工事未
払金・
未払金

種 類

　役員及び個人主要株主等

所有

種 類

議決権等の

所有

所有
直接８１．０％

所有
直接４０．０％

所有
直接４８．５％

（単位：千円）

会社等の 取引金額

直接７．６％ 購入・修理
役員の兼任

車 両 の

取引の内容所有（被所
有 ）割 合

議決権等の 関連当事者
との関係

７０，０００

４３５

－

９７

１７，０００

１０６

－

６９９

３７，５８０

－

３，６００

－

－

－

１２，０００

１９，４８０

取引金額、期末残高には消費税等は含まれておりません。
取引条件及び取引条件の決定方針等

済としております。なお、担保は受け入れておりません。

４５，５９８ １３，６８７

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）　車両の購入等については、市場の実勢価格をみて価格交渉のうえ決定しております。

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて
おります。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額　　　 ５４６円０８銭
１株当たり当期純利益　　　
　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記
載しておりません。

直接１００．０％

主要株主の近
親者が議決権
の過半数を所
有している会社

２１円９５銭

運転資金の貸付

関連当事者との取引に関する注記
　子会社等

（注）　資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。返済条件は元金均等返

電通自動
車整備株
式会社　

車両の購
入・修理

（注２）
（注１）

（注２）　当社の主要株主大西實枝の近親者が、議決権の６４．８％を保有しております。



役 員

（注）監査役　神谷友範、監査役　中谷達治の両氏は、社外監査役であります。

－　２０　－

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

金 田 好 人

中 谷 達 治

神 谷 友 範

監 査 役

監 査 役

専 務 取 締 役

常 勤 監 査 役

取 締 役

取 締 役

中 田 孝 憲

小 田 　 修

山 原 三 次

岩 永 秀 雄

川 原 秀 夫

大 島 千 秋

中 河 哲 秀

森 　 泰 夫

横 越 純 一

上 段 正 憲

寺 井 孝 美

代 表 取 締 役 会 長

（平成２１年６月２６日現在）

代 表 取 締 役 社 長

取 締 役

取 締 役

澤 田 達 夫

川 面 正 雄



◇ 株 主 メ モ ◇

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月３１日まで
毎年６月に開催します。

基 準 日 毎年３月３１日定時株主総会の議決権
期末配当 毎年３月３１日
中間配当

定 時 株 主 総 会

単 元 株 式 数 １，０００株
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
　　　　株式会社だいこう証券ビジネス

同 事 務 取 扱 場 所 〒５４１－８５８３
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
　　　　株式会社だいこう証券ビジネス

（各種お問合せ）

公 告 方 法

毎年９月３０日

て開示しております。

掲載をいたします。

新聞に掲載をいたします。

－　２１　－

電子公告としてインターネットホーム
ページhttp：／／www．hokuwa．co．jp／に

やむを得ない事由によって電子公告に
よる公告ができない場合は、日本経済

※決算公告に代えて、貸借対照表、損

書類に関する電子開示システム）　に
法に基づく有価証券報告書等の開示
益計算書は、EDINET　（金融商品取引

　　　　　　　　　　　本社証券代行部

電話　０１２０－２５５－１００　（通話料無料）

電話　０１２０－３５１－４６５　（通話料無料）

〔 〕１２月３１日～１月３日を除く）

http：／／www．daiko-sb．co．jp／

受付時間　９：００～１７：００　（土、日、祝祭日、

特別口座の口座管理機関
株主名簿管理人／

　株式事務に関するご照会

　特別口座に関するご照会

　ＷＥＢサイト■

■

■
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